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中小企業支援（経営全般）



◆取引適正化対策強化事業

①オールふくい取引適正化推進事業

（１）取引適正化推進キャンペーンの実施

事例集作成、価格転嫁支援ツールの普及、セミナーと合わせて弁護士等によ

る個別相談会を実施し、全県的に価格転嫁に向けた気運醸成を図ります。

（２）取引条件の改善に向けた取引適正化サポーター派遣の実施

県、商工団体、金融機関が連携し、オール福井で課題を抱える事業者の掘起

しと、原価管理分析等の価格転嫁につなげるためのノウハウを支援します。

＜想定事例＞

（運送業）中小企業診断士を派遣し、荷主ごと、トラックごとに燃料費、人件費が

いくらかかっているか原価管理分析を支援
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◆取引適正化対策強化事業

②企業活動分析による収益力強化事業補助金

バリューチェーン分析等を活用した生産性向上のための設備投資や商品

開発など、付加価値を高める取組みを伴走型で支援します。

〔対 象 者〕県内中小企業者

〔補助金概要〕対象経費：付加価値を高める取組みにかかる経費

※パートナーシップ構築宣言「ふくいプラス＋」に賛同した場合

〔募集時期〕令和５年９月～令和５年１１月（予定）

8

区 分 通常枠 前向き枠 大規模賃金引上枠

補助上限額 １００万円 ２００万円 ３００万円

補 助 率※ ２／３（価格転嫁：３／４） ２／３（価格転嫁：３／４） ３／４（価格転嫁：４／５）

要 件
付加価値額 ：年率３％以上増
給与支給総額：増

付加価値額 ：年率５％以上増
給与支給総額：1.5％以上増

付加価値額 ：年率５％以上増
給与支給総額：4.5％以上増

対象件数 １００件 ５０件 ５０件



◆電気・ガス価格高騰緊急対策事業

①電気・ガス価格高騰緊急対策給付金（令和４年度２月補正分）

電気・ガス料金の高騰に伴い、大きな影響を受ける事業者に対する支援を拡充

します。

〔対 象 者〕 県内に本社を有し、下記の条件を全て満たす中小企業者

①高圧電力・特別高圧電力の契約をしている、または工業用のガスの

契約をしていること

②前決算期における費用に占める電気・ガス料金の割合が５％以上

③令和５年４月～９月までの何れか１月の電気・ガス料金が前年同月に

比べ増加（※対象期間を６月から９月に拡充）

〔給 付 額〕 増加額が１０万円以上 ６０万円

増加額が５万円以上１０万円未満 ３０万円

増加額が５万円未満 １５万円

〔受付期間〕令和５年５月１５日～１１月１５日（※～８月１５日から延長）

【担 当：経営改革課経営支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0367】 9



◆電気・ガス価格高騰緊急対策事業

②電気・ガス価格高騰緊急対策給付金（特別高圧電力のみ）

国の電気・ガス価格激変緩和対策事業による支援が行き届いていない、

特別高圧受電者に対する支援を拡充します。

〔対 象 者〕特別高圧電力を契約している企業（国および公的機関を除く）

〔給 付 額〕令和５年４月～９月までの何れか × 3.5円/kWh × ６か月分
１月のうち最大電力使用量

※１事業者あたりの上限額４００万円/月（最大２，４００万円）

※①の最大６０万円の給付金に加えて給付

〔受付期間〕令和５年８月１５日～１１月１５日

【担 当：経営改革課経営支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0367】
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◆電気・ガス価格高騰緊急対策事業

③ＬＰガス給付金

国の電気・ガス価格激変緩和対策事業による支援が行き届いていない、ＬＰガスを

使用する事業者および一般家庭を支援します。

〔対 象 者〕 県内で業務用・家庭用のＬＰガスを使用する事業者および一般家庭

※県ＬＰガス協会を通じてＬＰガス販売事業者へ値引き原資を給付

〔値引き額〕業務用ＬＰガス(１か月の料金が１０万円以上の場合)：１契約あたり２万円

業務用ＬＰガス(１か月の料金が１０万円未満の場合)：１契約あたり２千円

家庭用ＬＰガス ：１契約あたり２千円

〔実施期間〕決まり次第、経営改革課ホームページ等でお知らせします。

※値引の処理はＬＰガス販売事業者が実施します。
ＬＰガス使用者（事業者、一般家庭）からの手続や申請は不要です。

【担 当：経営改革課経営支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0367】
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◆経営人材スキルアップ事業

①経営層向け新規事業創出セミナー

県内企業の経営層が新規事業を創出するために必要となる知識やスキル等を習得

できるセミナーを開催します。

〔実施主体〕福井商工会議所

〔募集対象〕県内企業の経営層 １５名

〔募集期間〕令和５年８月～９月（予定）

〔概 要〕事業構想大学院大学のカリキュラムで実施（全１２回）

②先進・成功事例共有セミナー

県内企業の経営層が他企業の先進・成功事例を共有できるセミナーを開催します。

〔実施主体〕福井商工会議所

〔募集対象〕県内企業の経営層

〔募集期間〕決まり次第、経営改革課ホームページ等でお知らせします。

【担 当：経営改革課経営支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0367】
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中小企業支援（ＩＴ・創業支援）



◆ふくいＤＸ加速化補助金

ＩｏＴ・ＡＩ・ＲＰＡ・クラウドサービス等のデジタルツールを導入に要する
経費を助成し、業務効率化や生産性向上、業務等の変革を図る取組みを促進します。

〔実施主体〕(公財)ふくい産業支援センター

〔対象経費〕機械装置費・システム費、外注費・委託費、専門家経費、
クラウド使用料など

〔受付期間〕［1次募集］令和５年４月１日～５月３１日※募集は終了しました。

［2次募集］令和５年７月１日～７月３１日

［3次募集］令和５年９月１日～９月３０日 ※トライアル枠のみ

〔補助率等〕 ①トライアル枠：上限１００万円 ②一般枠：上限４００万円

１／２（小規模事業者は２／３）

〔採択件数〕 ①トライアル枠 １３件 ②一般枠 １２件

【担 当：経営改革課産業ＤＸグループ ＴＥＬ：0776-20-0537

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7416】 14



◆デジタル変革応援事業

〇DX開拓員

ＤＸに二の足を踏む企業へ直接訪問、企業の課題を確認した上、解決する
ためのデジタル投資の内容や規模をアドバイスします。

〇ＤＸ計画策定支援

効果的なデジタル導入ができるよう、DX計画の策定を専門家が支援します。

〔実施主体〕(公財)ふくい産業支援センター

〔募集対象〕県内事業者（業種は問いません。）

〔募集数〕 DX開拓員：随時（費用負担はありません。）

DX計画策定支援：５社（費用負担はありません。）

【担 当：経営改革課産業ＤＸグループ ＴＥＬ：0776-20-0537

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7416】

15



◆ふくい型ベンチャー・エコシステム強化事業

成長意欲の高い県内ベンチャー企業の経営戦略のブラッシュアップ、ビジネス
パートナーの獲得・資金調達を支援します。

〔実施主体〕(公財)ふくい産業支援センター

〔事業内容〕急成長を目指す企業として必要な知識を学ぶ勉強会の開催

ベンチャーピッチ登壇を目指す企業の事業計画のブラッシュアップ

福井ベンチャーピッチ・東京でのピッチイベントの開催

事業計画実現に向けた個別メンタリングの実施

【担 当：経営改革課創業・ベンチャー支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0378

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7411】
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◆新事業チャレンジステップアップ事業

新事業活動を行う中小企業者に対し、具体的な経営戦略と行動計画に基づき実施する全国または

海外への事業展開を支援します。

〔対 象 者〕①（一般枠）県内中小企業者等のうち年間売上額が１０億円未満の者

②（重点枠）①かつ売上が５年以内に３倍以上かつ売上１億円以上になるなど急成長が

見込まれる事業者

〔対象事業〕新事業活動を行う県内中小企業者等が取り組む、全国・海外展開に向けた事業

〔対象経費〕設備導入、商品開発、販路開拓、経営戦略高度化などにかかる費用

〔受付期間〕令和５年４月～

〔実施主体〕(公財)ふくい産業支援センター

〔補助率等〕①（一般枠）２／３（上限 ３，０００千円／件）

②（重点枠）４／５（上限２０，０００千円／件 下限８，０００千円／件）

※産業労働部収益納付制度を適用

〔採択件数〕①（一般枠）５件 ※募集は終了しました。②（重点枠）１件

【担 当：経営改革課創業・ベンチャー支援グループ ＴＥＬ：0776-20-0378

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7406】
17



中小企業支援（商業・サービス業支援）



◆ふくいの逸品創造ファンド事業

地域資源を活用した新商品・新サービスの開発、販路開拓にかかる取組みを支援し
ます。

〔対 象 者〕中小企業者および小規模事業者、個人事業者、組合、

特定非営利活動法人

〔対象経費〕①新商品・新サービスの開発および販路開拓の取組み

（新幹線開業に向けた取組みを含むこと）

②直近３年以内に商品化・新たに開始したサービスの販路開拓の取組み

〔助 成 額〕①上限２００万円（助成率 中小企業者１／２、小規模企業者２／３）

※２年計画可

②上限１００万円（助成率 中小企業者１／２、小規模企業者２／３）

〔採択件数〕８件

〔募集時期〕令和５年８月～令和５年９月（予定）

【担 当：商業・市場開拓課 商業・サービス業グループ ＴＥＬ：0776-20-0369

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7406】
19

「小規模企業で
構成されるグ
ループ」削除



◆おもてなし産業魅力向上支援事業

北陸新幹線福井・敦賀開業に向け、新幹線駅周辺や主要観光地の店舗改装・設備導
入を重点的に支援し、観光客の受入れ環境整備を支援します。

〔受付期間〕二次募集 ８月中（予定）

〔事業内容〕①店舗の増築・改装、設備の導入を支援

②体験施設の新築・増築・改装および設備の導入を支援

※体験施設の新築・増築改装を伴わない設備のみの導入は

対象となりません

〔補助率等〕２／３以内（上限３００万円）（１０事業者程度）

〔対象経費〕建物増築費、建物修繕費、構築物費、機械装置費など

〔条 件〕主に観光客に対して商品・サービスを提供する創業１年以上の中小

企業者、企業組合、特定非営利活動法人

〔実施主体〕(公財)ふくい産業支援センター

【担 当：商業・市場開拓課 商業・サービス業グループ ＴＥＬ：0776-20-0369

ふくい産業支援センター ＴＥＬ：0776-67-7406】
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◆県産品の商品開発・２９１によるセレクト事業

首都圏での販路拡大に向けて、新商品開発や既存商品パッケージのリデザインなどに
意欲のある県内事業者と、ふくい南青山２９１ワークスペースを利用する首都圏のデザ
イナー、クリエイター等とのマッチングを支援します。

〔支援内容〕① 首都圏のデザイナー、クリエイター等とのマッチング支援

② アンテナショップ独自の新商品展示・販売会でのPR・テスト販売

③ 首都圏の大型商業施設等で実施する福井フェアでの商品取扱い

④ アンテナショップ「ふくい食の國２９１」での商品取扱い

【担 当：商業・市場開拓課県産品・ビジネス活性化グループ ＴＥＬ : 0776-20-0619】
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販路開拓・研究開発等支援
（伝統工芸）



◆伝統工芸品販売ブーストアップ事業

県内の伝統工芸事業者が、商品のPR・販路開拓のため、新幹線駅周辺や
首都圏等での個展、展示会の開催を支援します。

〔対 象 者〕 県内の伝統工芸の企画・製造業者等

〔対象経費〕個展、展示会開催にかかる経費（旅費、会場費、広報費等）

〔補助率等〕３／４以内（上限50万円）

〔募集期間〕令和５年7月下旬～8月下旬（予定）

【担 当：商業・市場開拓課伝統工芸室 ＴＥＬ : 0776-20-0377】

23
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◆産業観光ビジネス支援事業

北陸新幹線福井・敦賀開業に向けた産業観光ビジネスモデル構築のため、デ
ザイナー等の専門家の監修による工房見学・体験メニュー等の開発に挑戦する
企業を支援します。

〔対 象 者〕 ①スポット店舗：県内の中小企業（グループを含む）

②HUB拠点：県内の中小企業、事業協同組合

〔対象経費〕①スポット店舗：デザイナー等の監修にもとづく体験

メニュー開発、情報発信等

②HUB拠点：上記に加え、団体客等の受け入れや産地周遊の

拠点となるための環境整備等

〔補助率等〕２／３以内（①上限3,000千円、②上限5,000千円）

〔募集期間〕令和５年7月下旬～ ※予算到達次第、募集は終了

【担 当：商業・市場開拓課伝統工芸室 ＴＥＬ : 0776-20-0377】

追加募集中



販路開拓・研究開発等支援
（繊維・眼鏡産業等）



◆繊維産業新規市場開拓支援事業

繊維関連団体が実施する非衣料分野・海外への販路開拓や環境関連に関する取
り組みを支援し、販売単価の上昇や福井ブランドの認知度向上を図ります。

〔事業内容〕 ①コーディネーター設置支援

・SDGｓ対応等を行うコーディネーターの設置を支援

②産地振興

・展示商談会や他産地との合同展示会の開催・出展を支援

③市場開拓支援

・繊維関連団体が行う国内外のアパレル市場や非衣料分野

での販路開拓を支援

④環境対策

・環境関連の認証取得を支援（採択数 ２件→５件追加）

〔実施主体〕（一社）福井県繊維協会

【担 当：産業技術課工業・繊維グループ ＴＥＬ : 0776-20-0370】 26

拡



◆省エネ・省ＣＯ２設備導入支援事業

エネルギー価格の高騰ならびに脱炭素社会の推進に対応した経営体質への転換
を加速するため、県内企業が行う省エネ・省ＣＯ２設備の導入を支援します。

〔対象者〕 県内中小企業（製造業および商業・サービス業）

〔対象経費〕省ＣＯ２効果が３０％以上の高効率空調、

省ＣＯ２効果が３０％以上の高効率給湯機器

調光制御機能付ＬＥＤ

〔受付期間〕令和５年７月下旬を予定（先着順）

〔補助率等〕 ①２／３（前決算期における費用に占める電気・ガス料金の割合が５％以上の企業）

②１／２（上記以外）

〔補助上限〕 ①２５０万円

②２００万円

〔補助件数〕１５件程度

【担 当：産業技術課工業・繊維グループ ＴＥＬ : 0776-20-0370】 27



◆ものづくり企業魅力発信支援事業

県内外の高校や大学、専門学校などの学生等との交流事業など、若者との共同
事業を自ら企画・実施した製造業者に対して補助金を支給します。

〔対象者〕 県内製造業者（個社またはグループ）

〔受付期間〕令和５年７月下旬を予定（先着順）

〔補助対象〕 バスの借り上げ、県外学生の宿泊費、消耗品等

〔補助上限〕 個社：２０万円

グループ：４０万円

〔補助件数〕１０件程度

【担 当：産業技術課工業・繊維グループ ＴＥＬ : 0776-20-0370】
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販路開拓・研究開発等支援
（研究開発）



◆成長産業チャレンジ支援事業（産総研活用枠）

成長産業への参入や市場拡大、早期事業化を図るため、産業技術総合研究所の各拠
点を活用した産学官金連携により実施する技術開発や販売促進を支援します。

①産総研拠点活用可能性調査

〔対象事業〕成長産業４分野（宇宙、航空、ヘルスケア、SDGｓ）における新技術・新製品開発の可能性試験調査事業

〔対象経費〕技術開発・試作品開発費、市場調査費 〔対 象 者〕県内企業

〔補助額等〕上限１００万円（補助率２／３以内）※賃上げ条件等を満たす場合、１５０万円（補助率３／４以内）

〔補助件数〕1~2件程度 〔事業期間〕交付決定日～令和６年３月８日

②産総研拠点活用技術開発

〔対象事業〕産学官金連携で行う成長産業４分野における新技術・新製品の研究開発事業

〔対象経費〕技術開発・試作品開発費、販路開拓費 〔対 象 者〕県内中小企業

〔補助額等〕上限５００万円（補助率３／４以内）※賃上げ条件等を満たす場合、６６０万円（補助率４／５以内）

〔補助件数〕1~2件程度 〔事業期間〕交付決定日～令和６年３月８日

〔募集期間〕令和５年７月２１日～令和５年８月１８日

【担 当：産業技術課新技術支援室 ＴＥＬ：0776-20-0374】
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◆ヘルスケア産業拡大支援事業

健康寿命の延伸や医療・介護の負担軽減につながるヘルスケア産業を創出する

ための製品・サービス開発、販路開拓を支援します。

〔事業内容〕

①ニーズ収集、マッチング支援

・マッチング推進員の配置

・医療現場、介護現場ニーズ発表会の開催

②製品・サービス開発支援

・ヘルスケア製品、サービス実証化コンサルティング支援

〔募集期間〕令和５年７月下旬～令和５年８月上旬（予定）

〔支援期間〕令和５年８月下旬～令和６年３月上旬（予定）

〔募 集 枠〕３社

〔支援内容〕県内企業のヘルスケア製品開発時における課題解決を

図るため専門機関による継続的なコンサルティング
31



③販路開拓支援

・ヘルスケア関連メーカー・ディーラーとの展示商談会開催

〔募集期間〕令和５年７月２８日まで

〔支援期間〕令和５年８月～令和６年２月（予定）

〔募 集 枠〕２０社

〔支援内容〕①県内企業の有するヘルスケア関連技術・製品の展示会

（オンラインおよびリアルを予定）

②県内企業と医療機器メーカー・ディーラーの商談調整

・コーディネーターによるマーケティング伴走支援【実施中】

〔支援期間〕令和５年７月～令和６年３月

〔募 集 枠〕６社

〔支援内容〕県内企業の有するヘルスケア製品各々に適した

マーケティング手法および販路開拓方法の検討

【担 当：産業技術課新技術支援室 ＴＥＬ：0776-20-0374】
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◆県外大手企業との技術交流会

県内企業の有する技術シーズを県外大手企業の企画開発・研究部門に

売り込むことにより、県内企業の取引先や販路の拡大を支援します。

〔対 象 者〕県内企業

〔開催時期〕令和５年１１月

〔開催場所〕県外大手企業の展示用施設

〔出展者数〕２０社程度

〔出展内容〕各社のオンリーワン技術等を紹介する製品、パネル等

〔出 展 料〕無料（ただし、開催場所への出張費用や展示品の輸送費等は各社負担）

〔募集期間〕令和５年７月下旬～令和５年８月中旬（予定）

詳細は県ホームページ等にてご案内します。

【担 当：産業技術課新技術支援室 ＴＥＬ：0776-20-0374】
33



労働環境・雇用支援



◆ふくい高度外国人材等活躍応援事業

海外の人材育成機関等の協力のもと、福井県の専門クラスを設置し高度外国人
材等を養成・受け入れる県内企業を新たに支援します。

〔事業内容〕福井県専門クラスにおける外国人材の養成・受け入れを支援

〔対象経費〕①外国人材の教育等に係る費用（人材紹介手数料 等）

②外国人材の渡航費用（航空運賃 等）

③在留資格申請に係る費用（行政書士への委託料 等）

〔 補 助 率 〕１／３

〔補助上限〕３０万円／人

〔受付期間〕令和５年９月募集開始（予定）

【担 当：労働政策課産業人材室 ＴＥＬ : 0776-20-0390】
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◆ふくいイノベーション人材育成事業

イノベーションの創出を担う高度人材の育成を目的に、国内外の大学院や
研修機関等に社員を派遣する企業を支援します。

〔事業内容〕国内外の大学院や研修機関等への社員派遣を支援

〔対象経費〕① 学費（入学料、授業料 等）

② 人件費（派遣期間中の基本給、代替社員賃金 等）

③ その他（滞在費、交通費、教材費 等）

〔 補 助 率 〕１／2 （賃上げ等要件を満たす場合： ２／３ ）

〔補助上限〕① １年を超える滞在型派遣 ４００万円／社

（賃上げ等要件を満たす場合：５００万円／社）

② ①以外の派遣 ２００万円／社

（賃上げ等要件を満たす場合：２５０万円／社）

〔受付期間〕令和５年８月募集開始（予定）

【担 当：労働政策課産業人材室 ＴＥＬ : 0776-20-0390】
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◆「人への投資」支援事業

生産性向上や新しい事業展開のために教育訓練を行い、従業員のスキルアップ
に取り組む中小企業を支援します。

〔事業内容〕短期間の教育訓練の実施にかかる企業負担を補助

〔対象経費〕①教育訓練にかかる費用（受講料、講師謝金 等）

②訓練参加者の訓練期間にかかる賃金

〔 補 助 率 〕①１／2 （賃上げ等要件を満たす場合：２／３）

②１人あたり１，０００円／時間

（ただし実際の1時間当たり給与額を上限）

〔補助上限〕１０万円／社 （賃上げ等要件を満たす場合：１５万円／社）

〔受付期間〕令和５年８月募集開始（予定）

【担 当：労働政策課産業人材室 ＴＥＬ : 0776-20-0390】
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◆ふくい物価高騰対策賃金アップ応援事業

社会保険労務士や中小企業診断士等の専門家による伴走型支援や補助金の上乗
せにより、賃上げやリスキリングなど「人への投資」を促進します。

〔事業内容〕①社会保険労務士や中小企業診断士等が賃上げ等を伴走型で支援

・巡回相談の実施

・賃上げやリスキリング、働き方改革に向けた就業規則の策定

等の支援

②「人への投資」促進セミナーの開催

③一定以上の賃上げ等を行った企業に対する県補助事業での優遇

〔受付期間〕令和５年８月募集開始（予定）

【担 当：労働政策課産業人材室 ＴＥＬ : 0776-20-0390】
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◆ウェルビーイング向上を目指した働き方改革の推進

ウェルビーイング経営の重要性や効果・影響、組織活性化のための課題解決策な
どを学ぶ経営者向け「ウェルビーイング塾」を開講します。

〔対 象 者〕 県内中小企業経営者

〔実施予定時期〕 令和５年１０月～２月（予定）

【担 当：労働政策課働き方改革グループ ＴＥＬ : 0776-20-0389】



物流支援



◆カーボンニュートラルに向けた敦賀港グリーン物流推進事業

敦賀港の利用拡大を図るため、敦賀港を利用する企業に助成します。

〇荷主企業支援

新規利用 〔補 助 額〕転換経費（海上運賃等）の１／２

〔補助上限額〕中国向け １５０万円、その他 １００万円

継続利用 〔補 助 額〕５千円／TEU（５０ＴＥＵを超えた分が対象）

※県内企業、中国向けはそれぞれ５千円加算

〔補助上限額〕２００万円

※ただし、１，０００ＴＥＵ／年の場合、５００万円

〇物流事業者支援

〔補 助 額〕１万円／TEU

〔補助上限額〕１００万円

【担 当：成長産業立地課 港湾利活用グループ ＴＥＬ：0776-20-0365】 41



多文化共生



◆「やさしい日本語」普及推進事業

企業や団体を対象に、外国人にも分かるように配慮した「やさしい日

本語」の導入・推進に向けて「やさしい日本語」研修を開催します。

〔支援内容〕「やさしい日本語」研修の開催

〔対 象〕 外国人材を雇用（予定含む）している県内企業・団体

〔開催時期〕 令和５年１１月（予定）

〔開催場所〕 福井市／敦賀市（予定）

【担 当：国際経済課国際交流・多文化共生グループ

ＴＥＬ : 0776-20-0752】
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脱炭素化への支援



◆企業の太陽光・蓄電池導入促進事業

県内企業を対象に、太陽光発電および蓄電池の導入を支援し、県内再エネの

地産地消の取組みを加速させます。

〔対 象 者〕 ① 県内に引き続いて１年以上事業所を有する民間事業者

② ①の事業者にリースモデルを提供するリース業者

〔補助要件〕・太陽光発電および蓄電池をセットで導入すること

・FITまたはFIP制度の認定を取得しないこと

・補助対象設備で発電する電力量の５０％以上を自家消費すること 等

〔補 助 率〕 太陽光発電 ５万円/ｋW

蓄電池 １/３（６．３万円/ｋWｈ以内）

〔補助上限〕１，１３０万円（太陽光５００万円、蓄電池６３０万円）

【担 当：エネルギー課新エネルギーグループ ＴＥＬ：0776-20-0302 】
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◆次世代自動車普及促進事業（EV・PHV・FCVに対する支援）

次世代自動車の県内普及を図り、運輸部門の「ゼロカーボン」を推進します。

〔対 象 者〕 ① 県内に住所を有する個人（個人事業主を含む）

②県内に事業所を有する法人

③上記とリース契約を締結したリース事業者 のいずれか

〔補 助 額〕 EV・PHV・FCV 定額

〔補助要件〕・国補助金（CEV補助金）の交付決定を受けていること

・自動車検査証の「自家用・事業所用の別」が自家用であること 等

〔補助台数〕５２０台

【担 当：エネルギー課新エネルギーグループ ＴＥＬ：0776-20-0302 】
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◆次世代自動車普及促進事業（電気自動車用充電インフラに対する支援）

電気自動車用急速充電インフラの整備を図り、運輸部門の「ゼロカーボン」を

推進します。

〔対 象 者〕 ① 個人（個人事業主を含む） ②法人

③上記とリース契約を締結したリース事業者 のいずれか

〔補助要件〕・県内の商業施設等での電気自動車用急速充電インフラの整備

・利用者を限定せず一般開放すること

〔補 助 率〕 国庫補助額の１/２

〔補助上限〕１５０万円

〔補助台数〕２０台

【担 当：エネルギー課新エネルギーグループ ＴＥＬ：0776-20-0302 】
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その他のお知らせ



◆＜周知のお願い＞県労働委員会の労働相談会・あっせん制度等について
〇 弁護士や労働組合役員、会社役員等の委員が直接相談に応じる労働相談会（夜間・休日）を実施して
います。県内で働く労働者、使用者の方であれば、どなたでもご相談できます。
また、労使のトラブルについて、公労使３名のあっせん員が公正・中立の立場から、話し合いによる

双方の歩み寄りを促し、トラブル解決を支援する「あっせん」制度も随時行っています。

ぜひ、各市町や各団体の広報誌やホームページ等でPRをお願いします。

●夜間労働相談会：８月 １８日（金）、９月２２日（金）、１０月２４日（火）、１１月２１日（火）、
１２月１５日（金）、１月２３日（火）、 ２月１６日（金）、 ３月１５日（金）
それぞれ １８：００～２０：００ ＠順化公民館など

●休日労働相談会：７月 ３０日（日）、１０月１５日（日）、３月３日（日）＠福井市
１０月２９日（日） ＠敦賀市
３月 １０日（日） ＠越前市
※詳細については、ホームページをご確認ください。

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/roudouiinkaijimukyoku/

〇 県労働委員会では地方公営企業等の非組合員の範囲の認定および告示を行っています。
これは地方公営企業等の労働関係に関する法律の規定に基づいて、労働組合法第２条第１号に規定

する者の範囲（いわゆる非組合員の範囲）を認定して告示するものです。
また、地方公営企業等が、役職の新設・変更・廃止の組織改編等を行った場合には、労働委員会に

通知しなければならないと定められておりますので、各市町の関連する部署にご連絡をお願いします。

●対象：地方公営企業法が全部適用となっている地方公営企業（例：水道事業、病院等）

【担 当：労働委員会事務局 TEL：0776-20-0597】
49

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/roudouiinkaijimukyoku/


【担当：総務部税務課 税務管理グループ ＴＥＬ：0776-20-0256 】

◆地方税のキャッシュレス納税
スマートフォンやパソコンで24時間365日、いつでもどこでもお支払可能です！！

⚫ 上記のキャッシュレス納税を利用した場合、領収証書や納税証明書
は送付されませんのでご注意ください。
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◆ビジネス汎用スキル研修のご案内

新たに策定した「ふくいＮＥＷ経済ビジョン」に基づき、福井県で働く社会人の学び直
しの機会を抜本的に拡大するため、オンラインによる「ビジネス汎用スキル研修」を開催
します。

〔講師〕三谷 宏治 教授（KIT虎ノ門大学院）

〔開催講座〕各回2時間、定員50名
❶重要思考：9/2(土) 9:30～、9/5(火) 10:00～、9/14(木) 19:00～ など

❷決める力：8/30(水) 10:00～、9/10(日) 9:30～、9/22(金) 19:00～、9/26(火) 10:00～ など

❸伝える力：8/31(木) 19:00～、9/16(土) 9:30～、9/20(水) 10:00～ など

❹ﾌﾟﾚｾﾞﾝ力：9/23(金) 9:30～、10/4(水) 10:00 ～ など

❺発想思考：9/3(日) 9:30～、9/7(木) 10:00～、9/21(木) 19:00～ など

❻ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ：9/29(金) 19:00～ など

〔受講費〕個人負担の場合：❶ ❺ 1,500円/人・それ以外3,000円/人

企業負担の場合：❶ ❺ 2,500円/人・それ以外5,000円/人

〔申込み〕https://bizskill291.peatix.com/

【担 当：産業労働部政策推進グループ ＴＥＬ : 0776-20-0364】
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お申し込みは Peatix
「福井県汎用スキル研修」
にて！

https://bizskill291.peatix.com/

